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コ
ロ
ナ
禍
の
決
算
は
一
時
的「
増
益
」

　

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
上
場
地
方
銀
行
77

行
・
グ
ル
ー
プ
決
算
（
21
年
3
月
期
）
を

見
る
と
、
当
期
純
利
益
は
前
年
度
に
ふ
く

お
か
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
が
計
上

し
た
多
額
の
負
の
の
れ
ん
発
生
益
が
剥
落

し
た
こ
と
等
に
よ
り
減
益
と
な
っ
た
も
の

の
、
経
常
利
益
ベ
ー
ス
で
は
小
幅
な
が
ら

増
益
と
な
る
な
ど
、
わ
が
国
の
経
済
が
大

幅
に
減
速
す
る
中
で
も
、
底
堅
い
内
容
で

あ
っ
た
（
図
表
1
）。

　

こ
の
背
景
と
し
て
、
各
地
方
銀
行
が
、

政
府
の
コ
ロ
ナ
対
策
を
活
用
し
て
地
域
企

業
の
資
金
繰
り
を
積
極
的
に
支
援
し
た
こ

と
に
よ
り
、
貸
出
残
高
が
前
年
比
5
％
の

大
幅
な
増
加
と
な
り
、
預
貸
金
ビ
ジ
ネ
ス

等
か
ら
の
収
益
で
あ
る
資
金
運
用
利
益
が

増
加
し
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
加
え
て
、

協
調
融
資
等
の
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト
手
数
料

や
投
資
信
託
の
販
売
手
数
料
な
ど
で
構
成

さ
れ
る
役
務
取
引
等
利
益
も
増
加
し
た
。

ま
た
、
多
く
の
地
方
銀
行
で
は
、
コ
ロ
ナ

禍
の
影
響
に
よ
る
先
行
き
の
不
確
実
性
か

ら
貸
倒
引
当
金
を
積
み
増
す
動
き
が
見
ら

れ
た
も
の
の
、
金
融
機
関
や
政
府
の
資
金

繰
り
支
援
が
奏
功
し
て
企
業
倒
産
件
数
が

歴
史
的
な
低
水
準
に
抑
え
ら
れ
た
た
め
、

貸
出
金
残
高
に
対
す
る
信
用
コ
ス
ト
の
割

合
で
あ
る
信
用
コ
ス
ト
率
は
小
幅
な
上
昇

に
と
ど
ま
っ
た
。
貸
出
金
残
高
に
対
す
る

貸
倒
引
当
金
の
割
合
で
あ
る
引
当
率
も
、

依
然
と
し
て
低
水
準
で
あ
る
。
こ
の
ほ
か
、

コ
ロ
ナ
禍
で
の
出
張
の
減
少
や
人
件
費
の

削
減
等
を
受
け
て
、
営
業
経
費
も
減
少
し

た
。
こ
の
よ
う
に
、
21
年
3
月
期
の
地
方

銀
行
の
業
績
は
、
収
益
、
費
用
の
両
面
か

ら
改
善
し
た
。

　

も
っ
と
も
、
足
元
の
増
益
は
コ
ロ
ナ
禍

で
の
特
殊
要
因
が
重
な
っ
た
も
の
で
、
一

時
的
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
収
益
面

で
は
、
大
規
模
な
資
金
調
達
に
よ
る
債
務

増
加
で
企
業
の
借
り
入
れ
余
力
が
低
下
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
貸
出
残
高
を
一
段
と

大
き
く
伸
ば
す
こ
と
は
難
し
い
。
む
し
ろ
、

コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
企
業
が
手
元
資
金
を
厚

く
確
保
す
る
た
め
、
現
預
金
と
借
り
入
れ

の
両
方
を
増
加
さ
せ
て
お
り
、
今
後
、
経

済
が
正
常
化
す
る
中
で
、
そ
う
し
た
借
り

入
れ
は
返
済
さ
れ
る
公
算
が
大
き
い
。
費

用
面
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
進
ん
だ
デ
ジ
タ

地
銀
の
変
革
を
加
速
さ
せ
る
2
つ
の
方
向
性

再
編
と
政
府
協
働
を
通
じ
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
構
築

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部

金
融
リ
サ
ー
チ
セ
ン
タ
ー
副
主
任
研
究
員

大
嶋
秀
雄

解 説

　
わ
が
国
の
経
済
が
大
幅
に
減
速
す
る
状
況
下
で
迎
え
た
地
方
銀
行
の
2
0
2
1
年
3
月
期
決
算
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
禍
に
お
け
る
資
金
繰
り
支
援
に
よ
る
貸
出
残
高
の
大
幅
増
加
等
を
背
景
に
、
経
常
利
益
が
小
幅
な
が
ら
増
加
す
る
な

ど
、
底
堅
い
内
容
で
あ
っ
た
。
も
っ
と
も
、
低
金
利
環
境
の
長
期
化
や
人
口
減
少
に
よ
る
資
金
需
要
の
減
退
等
、
経
営
環

境
の
悪
化
が
見
込
ま
れ
る
中
、
地
方
銀
行
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
改
革
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
今
後
、
地
方
銀
行
は
、
広

域
再
編
を
通
じ
た
地
域
と
業
務
の
拡
大
や
、
政
府
と
の
連
携
強
化
を
通
じ
た
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
展
開
等
に
よ
っ
て
、
地

域
に
根
差
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
地
域
経
済
を
け
ん
引
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

お
お
し
ま
・
ひ
で
お　
京
都
大
理
学

部
卒
。08
年
三
井
住
友
銀
行
入
行
、日

本
総
合
研
究
所
調
査
部
、日
興
リ
サ

ー
チ
セ
ン
タ
ー
理
事
長
室
、三
井
住

友
銀
行
リ
ス
ク
統
括
部
な
ど
を
経
て
、

20
年
8
月
現
職
。専
門
分
野
は
金
融
、

内
外
マ
ク
ロ
経
済
。
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ル
化
の
定
着
等
で
一
部
の
経
費
削
減
が
持

続
す
る
可
能
性
は
あ
る
も
の
の
、
営
業
活

動
が
正
常
化
す
れ
ば
、
出
張
費
等
の
営
業

経
費
は
増
加
に
転
じ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
企
業
倒
産
が
今
後
増
加
に
転
じ
て
、

信
用
コ
ス
ト
が
想
定
を
上
振
れ
る
恐
れ
も

あ
る
。

経
営
環
境
は
悪
化
方
向

　

こ
の
よ
う
に
、
足
元
の
業
績
は
底
堅
く

推
移
し
て
い
る
も
の
の
、
中
長
期
的
な
観

点
で
見
る
と
、
地
方
銀
行
の
経
営
環
境
は

悪
化
の
方
向
に
あ
る
。
経
常
利
益
は
近
年

減
少
傾
向
に
あ
り
、
小
幅
増
加
し
た
21
年

3
月
期
も
、
19
年
3
月
期
の
水
準
は
回
復

し
て
い
な
い
。
こ
う
し
た
業
績
悪
化
ト
レ

ン
ド
の
主
因
は
、
日
銀
の
た
び
重
な
る
金

融
緩
和
に
伴
う
金
利
低
下
等
を
背
景
と
し

た
預
貸
金
ビ
ジ
ネ
ス
の
収
益
性
低
下
（
利

ざ
や
縮
小
）
で
あ
る
。
国
内
銀
行
の
預
貸

金
利
ざ
や
は
、
11
年
3
月
期
の
0
・
5
％

か
ら
足
元
は
0
・
2
％
ま
で
低
下
し
て
お

り
、
そ
の
間
、
地
方
銀
行
は
積
極
的
な
融

資
で
貸
出
残
高
を
約
4
割
増
や
し
た
も
の

の
、
資
金
運
用
利
益
は
約
6
0
0
0
億
円

減
少
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
先
行
き
を
展
望
す
る
と
、
こ

う
し
た
経
営
環
境
は
一
段
と
厳
し
さ
を
増

す
見
通
し
で
あ
る
。
日
銀
の
金
融
政
策
が

早
期
に
正
常
化
に
向
か
う
と
は
考
え
に
く

く
、
低
金
利
環
境
は
さ
ら
な
る
長
期
化
が

予
想
さ
れ
る
。
加
え
て
今
後
は
、
人
口
減

少
に
よ
る
資
金
需
要
の
減
退
も
懸
念
さ
れ

る
。
こ
れ
ま
で
は
、
人
口
が
減
少
に
転
じ

る
中
で
も
地
方
銀
行
は
積
極
的
に
貸
し
出

し
を
増
や
し
て
き
た
が
、
公
的
機
関
の
予

測
で
は
、
人
口
減
少
ペ
ー
ス
は
15
〜
20
年

の
マ
イ
ナ
ス
1
・
7
％
か
ら
20
〜
25
年
は

マ
イ
ナ
ス
2
・
6
％
、
25
〜
30
年
は
マ
イ

ナ
ス
3
・
2
％
と
年
を
追
う
ご
と
に
加
速

す
る
見
通
し
で
あ
り
、
今
後
は
貸
出
残
高

を
増
や
す
こ
と
が
難
し
く
な
る
可
能
性
が

高
い
（
図
表
2
）。

　

こ
の
よ
う
に
、
地
方
銀
行
で
は
、
主
な

収
益
源
で
あ
る
預
貸
金
ビ
ジ
ネ
ス
に
お
け

る
大
幅
な
収
益
性
の
悪
化
と
資
金
需
要
の

減
退
に
直
面
す
る
中
、
収
益
力
の
強
化
に

向
け
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
改
革
が
喫
緊
の

課
題
と
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
以
下
で

は
、
地
方
銀
行
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
改
革

を
加
速
さ
せ
る
た
め
の
二
つ
の
方
向
性
を

提
示
し
た
い
。

広
域
再
編
で
地
域
と
業
務
の
拡
大
を

　

一
つ
目
の
方
向
性
は
、
経
営
統
合
等
の

再
編
で
あ
る
。
他
の
地
域
金
融
機
関
等
と

の
再
編
を
通
じ
て
、
後
述
す
る
シ
ナ
ジ
ー

効
果
の
最
大
化
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
収

益
力
の
高
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
へ
と
つ
な

げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

ま
ず
、
再
編
の
形
態
と
期
待
さ
れ
る
シ

ナ
ジ
ー
効
果
に
つ
い
て
整
理
し
た
い
（
図

表
3
）。
再
編
の
形
態
と
し
て
は
大
き
く

三
つ
あ
り
、
狭
義
の
再
編
で
あ
る
合
併
や

持
ち
株
会
社
に
よ
る
「
経
営
統
合
」
の
ほ

か
、
T
S
U
B
A
S
A
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
等

に
代
表
さ
れ
る
「
業
務
提
携
」、
そ
し
て
、

S
B
I
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
に
よ
る
地
銀

連
合
に
代
表
さ
れ
る
「
異
業
種
を
介
し
た

連
合
」
が
あ
る
。

　

再
編
で
期
待
さ
れ
る
シ
ナ
ジ
ー
効
果
と

し
て
は
大
き
く
四
つ
あ
り
、
シ
ス
テ
ム
・

店
舗
・
本
部
機
能
等
の
統
廃
合
に
よ
る「
経

営
効
率
化
」、
営
業
エ
リ
ア
・
取
引
先
の

拡
大
等
に
よ
る
「
取
引
量
増
加
」、
ノ
ウ

ハ
ウ
・
強
み
の
共
有
や
余
剰
人
員
に
よ
る

専
門
組
織
設
立
等
に
よ
る
「
サ
ー
ビ
ス
高

度
化
」、
そ
し
て
、
過
度
の
競
争
を
回
避

す
る
こ
と
に
よ
る
「
競
争
緩
和
」
で
あ
る
。

　

再
編
形
態
ご
と
の
シ
ナ
ジ
ー
効
果
お
よ

び
再
編
に
係
る
統
合
負
荷
を
整
理
す
る
と
、

経
営
統
合
は
い
ず
れ
の
シ
ナ
ジ
ー
効
果
も

得
ら
れ
る
一
方
で
、
統
合
に
伴
う
負
荷
が

大
き
い
。
ま
た
、
業
務
提
携
は
、
統
合
負

荷
は
小
さ
い
も
の
の
、
シ
ナ
ジ
ー
効
果
は

経
営
統
合
に
比
べ
る
と
小
さ
い
。
こ
れ
に

対
し
、
異
業
種
を
介
し
た
連
合
で
は
、
新

た
な
ノ
ウ
ハ
ウ
導

入
に
よ
る
経
営
効

率
化
や
サ
ー
ビ
ス

高
度
化
が
期
待
で

き
る
。

　

そ
れ
で
は
、
地

方
銀
行
の
ビ
ジ
ネ

ス
モ
デ
ル
改
革
を

加
速
さ
せ
る
た
め

に
は
、
ど
の
シ
ナ

ジ
ー
効
果
を
優
先

す
べ
き
で
あ
ろ
う

（注）一部単体。信用コスト率＝信用コスト÷貸出金。信用コストは単体ベース
（持ち株会社は傘下銀行合計）、開示上、一部定義が異なる場合がある。引
当率＝貸倒引当金÷貸出金

（出所）各社決算資料等を基に日本総合研究所作成

〈図表1〉上場地方銀行（77行・グループ）業績推移（連結）

2018 年
3月期
13,055
34,914
6,610

▲30,254
8,963
0.07%

2,382,079
16,808
0.71%

2019 年
3月期
10,985
33,767
6,554

▲29,350
7,963
0.14%

2,461,131
18,466
0.75%

2020 年
3月期
9,764
32,998
6,562

▲29,275
7,638
0.13%

2,540,158
19,149
0.75%

2021 年
3月期
10,036
33,287
6,772

▲28,978
6,772
0.15%

2,668,772
20,946
0.78%

前期比

2.8%
0.9%
3.2%

▲1.0%
▲11.3%
ー
5.1%
9.4%
ー

資金運用利益
役務取引等利益
営業経費

引当率

経常利益

税前利益
信用コスト率
貸出金残高
貸倒引当金残高

（億円）

（出所）e-Stat、国立社会保障・人口問題研究所

〈図表2〉人口予測（除く東京都）

人口
（100万人）
減少率

（5年前比）

15年

113.6

▲ 1.2

20 年

111.6

▲ 1.7

25 年

108.7

▲ 2.6

30 年

105.2

▲ 3.2

35 年

101.4

▲ 3.7
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か
。
先
に
述
べ
た
通
り
、
地
方
銀
行
が
直

面
し
て
い
る
の
は
収
益
力
の
低
下
で
あ
る

た
め
、
優
先
す
べ
き
は
ト
ッ
プ
ラ
イ
ン
収

益
の
強
化
に
つ
な
が
る
取
引
量
増
加
や
サ

ー
ビ
ス
高
度
化
で
あ
ろ
う
。
特
に
サ
ー
ビ

ス
高
度
化
で
新
た
な
ビ

ジ
ネ
ス
を
強
化
・
育
成

し
て
い
く
こ
と
が
重
要

と
言
え
る
。

　

こ
う
し
た
シ
ナ
ジ
ー

効
果
を
最
大
化
す
る
た

め
の
再
編
の
形
と
し
て

は
、「
広
域
再
編
に
よ

る
地
域
×
業
務
の
拡

大
」
が
あ
る
。
具
体
的

に
は
、
①
地
域
間
の
経

済
交
流
が
盛
ん
な
近
隣

都
道
府
県
の
地
方
銀
行

と
の
経
営
統
合
を
軸
に
、

遠
隔
地
の
地
方
銀
行
と

は
業
務
提
携
も
活
用
し

営
業
エ
リ
ア
・
取
引
先

を
拡
大
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を

共
有
・
蓄
積
す
る
と
と

も
に
、
②
経
営
統
合
で

創
出
さ
れ
る
人
的
・
財

務
的
な
余
力
を
活
用
し

て
専
門
組
織
を
強
化
す

る
こ
と
で
本
業
の
高
度

化
や
事
業
範
囲
の
拡
大
を
進
め
、
③
金

融
・
非
金
融
ビ
ジ
ネ
ス
を
問
わ
ず
積
極
的

に
地
域
経
済
の
活
性
化
に
資
す
る
事
業
展

開
を
す
る
こ
と
で
、地
域
経
済
の
発
展（
地

方
創
生
）
と
地
方
銀
行
の
事
業
成
長
の
好

循
環
の
実
現
を
目
指
す
─
も
の
で
あ
る
。

　

な
お
、
経
営
統
合
の
手
法
は
、
持
ち
株

会
社
が
よ
い
と
考
え
ら
れ
る
。
異
な
る
都

道
府
県
間
で
の
合
併
は
ハ
ー
ド
ル
が
高
い

こ
と
に
加
え
、
マ
ル
チ
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
の

方
が
地
方
銀
行
の
強
み
で
あ
る
地
域
企
業

と
の
強
い
リ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
維
持
し
や
す

い
と
考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。
加
え
て
、

高
度
な
金
融
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
一
定
の

ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
大
手
地
方
銀
行
等
を
中

核
と
し
た
再
編
や
、
地
方
銀
行
が
持
た
な

い
ノ
ウ
ハ
ウ
を
多
く
持
つ
異
業
種
を
介
し

た
連
合
は
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
改
革
の
加

速
に
寄
与
す
る
だ
ろ
う
。

政
府・自
治
体
と
の
連
携
強
化

　

も
う
一
つ
の
方
向
性
と
し
て
、
政
府
・

自
治
体
と
の
連
携
強
化
が
挙
げ
ら
れ
る
。

先
ほ
ど
述
べ
た
通
り
、
コ
ロ
ナ
対
策
で
の

官
民
が
連
携
し
た
資
金
繰
り
支
援
で
は
、

地
域
企
業
を
支
え
る
中
で
、
地
方
銀
行
に

と
っ
て
も
貸
し
出
し
の
増
加
に
つ
な
が
っ

た
。
コ
ロ
ナ
対
策
以
外
の
政
府
の
重
点
政

策
を
見
て
も
、
地
方
銀
行
と
親
和
性
の
高

い
政
策
は
多
い
。
地
方
創
生
の
ほ
か
、
グ

リ
ー
ン
社
会
の
実
現
や
デ
ジ
タ
ル
改
革
な

ど
も
各
地
域
で
の
推
進
が
求
め
ら
れ
て
お

り
、
地
域
に
強
い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
持
ち
、

地
域
経
済
を
熟
知
す
る
地
方
銀
行
に
活
躍

の
場
は
多
い
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
行

政
デ
ジ
タ
ル
化
も
、
地
方
自
治
体
関
連
の

業
務
を
多
く
抱
え
る
地
方
銀
行
は
当
事
者

と
言
え
る
。
従
っ
て
、
地
方
銀
行
は
、
政

府
の
重
点
政
策
に
積
極
的
に
関
与
す
る
こ

と
で
、
社
会
課
題
の
解
決
を
通
じ
て
、
新

し
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
育
成
・
強
化
に
つ
な
げ

る
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。
具
体

的
に
は
、
以
下
の
四
つ
の
連
携
強
化
策
が

指
摘
で
き
る
（
図
表
4
）。

　

一
つ
目
は
、
コ
ロ
ナ
対
策
に
お
け
る
日

本
政
策
金
融
公
庫
と
の
協
調
型
資
本
性
ロ

ー
ン
の
強
化
で
あ
る
。
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け

る
債
務
増
加
で
企
業
の
借
り
入
れ
余
力
が

低
下
す
る
中
、
一
部
を
会
計
上
の
資
本
と

見
な
せ
る
資
本
性
ロ
ー
ン
の
活
用
が
注
目

さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
資
本
性
ロ
ー
ン

に
は
精
緻
な
事
業
評
価
が
必
要
で
、
地
方

銀
行
に
は
十
分
な
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い
。
そ

こ
で
、
一
定
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
日
本
政

策
金
融
公
庫
と
の
協
調
融
資
の
形
で
資
本

性
ロ
ー
ン
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
資
金
需

要
を
取
り
込
む
と
と
も
に
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を

蓄
積
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
こ
で
得
ら

れ
る
事
業
評
価
等
の
ノ
ウ
ハ
ウ
は
、
単
独

で
の
資
本
性
ロ
ー
ン
の
取
り
組
み
や
地
方

創
生
フ
ァ
ン
ド
等
の
直
接
金
融
の
ほ
か
、

事
業
承
継
や
M
＆
A
（
合
併
・
買
収
）
関

連
の
ビ
ジ
ネ
ス
な
ど
の
強
化
に
も
つ
な
が

（注）シナジー効果の評価（◎＝高い効果あり、〇＝効果あり、△＝一定の効果あり、-：効果が想定されない）は
日本総合研究所が実施。異業種を介した連合はSBI HDの取り組みで評価。

（出所）日本総合研究所作成

〈図表3〉再編形態とシナジー効果

・貸出残高は増加
（取引先増加は限定的）

・貸出残高・取引先増加

・取引先紹介、共同案件等
で取引増加

（顧客情報共有等に限界）
・取引先紹介、共同案件等
で取引増加

（顧客情報共有等に限界、遠
隔地では取引先紹介需要等
は隣県に比べて少ない）

（現状、関係銀行間の連携は
主な目的に入っていない）

・規模拡大・経営効率化で
高度化余力創出
・強み・ノウハウの共有、
商品共同開発、子会社共
同活用
・規模拡大・経営効率化で
高度化余力創出
・強み・ノウハウの共有、
商品共同開発、子会社共
同活用
・強み・ノウハウの共有、
商品共同開発、子会社共
同活用

・強み・ノウハウの共有、
商品共同開発、子会社共
同活用

・銀行にないノウハウ導入

〇

◎

△

△

-

・システム、店舗、本部機
能等の統合

・システム、本部機能等の
統合
・一部店舗統合

・システム・本部機能等の
一部共通化

（店舗統廃合は限定的）
・システム・本部機能等の
一部共通化
⇒多数の銀行での提携では
効果を高められる可能性
（店舗統廃合は限定的）
・システム・本部機能等の
一部共通化
・銀行にないノウハウ導入
（店舗統廃合は限定的）

◎

〇

△

△

〇

同一
県内

隣県

隣県

広域

経営
統合

業務
提携

◎

◎

△

△

◎

・競争関係が強く、
競争緩和

・一部で競争関係
あり、競争緩和

・一部で競争関係
あり、競争緩和

・競争関係は限定的

・競争関係は限定的

〇

△

△

-

-

大

中

小

小

小

取引量増加 サービス高度化 競争緩和 統合
負荷経営効率化

異業種を
介した連合

形態
効果
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る
。
既
に
幾
つ
か
の
地
方
銀
行
で
は
、
日

本
政
策
公
庫
と
協
調
し
た
資
本
性
ロ
ー
ン

に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

二
つ
目
に
、
地
方
創
生
事
業
に
お
け
る

連
携
強
化
が
挙
げ
ら
れ
る
。
21
年
5
月
に

成
立
し
た
改
正
銀
行
法
に
お
い
て
、
銀
行

の
業
務
範
囲
規
制
等
の
見
直
し
が
行
わ
れ
、

今
後
、
銀
行
本
体
で
の
人
材
派
遣
や
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
務
、
子
会
社
・
兄
弟
会

社
（
銀
行
業
高
度
化
等
会
社
）
に
お
け
る

幅
広
い
地
方
創
生
業
務
な
ど
が
可
能
と
な

る
。
こ
う
し
た
規
制
改
革
を
活
用
し
て
、

政
府
や
地
方
自
治
体
が
進
め
る
地
方
創
生

事
業
に
積
極
的
に
参
入
し
、
主
導
的
な
役

割
を
担
う
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
地
方
銀
行

単
体
で
行
う
よ
り
も
、
事
業
規
模
を
広
げ

る
こ
と
が
で
き
る
。
地
方
銀
行
が
地
域
経

済
の
代
表
と
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

を
発
揮
す
る
こ
と
で
、
地
域
企
業
の
参
画

も
進
み
や
す
く
な
る
ほ
か
、
地
域
経
済
が

活
性
化
す
れ
ば
、
新
た
な
資
金
需
要
の
創

出
に
も
つ
な
が
る
。

　

三
つ
目
は
、
政
府
の
気
候
変
動
対
策
に

合
わ
せ
た
地
方
銀
行
で
の
体
制
整
備
で
あ

る
。
政
府
は
、
50
年
の
脱
炭
素
社
会
へ
の

移
行
に
向
け
た
民
間
資
金
の
活
用
促
進
策

と
し
て
、
長
期
資
金
供
給
の
仕
組
み
や
成

果
連
動
型
利
子
補
給
制
度
、
グ
リ
ー
ン
投

資
促
進
フ
ァ
ン
ド
等
に
よ
る
リ
ス
ク
マ
ネ

ー
の
供
給
な
ど
を
検
討
し
て
い
る
。
今
後
、

大
き
な
資
金
需
要
の
創
出
が
期
待
さ
れ
る

が
、
現
状
、
地
方
銀
行
に
お
け
る
気
候
変

動
へ
の
取
り
組
み
は
十
分
と
は
言
え
な
い
。

　

例
え
ば
、
気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
タ

ス
ク
フ
ォ
ー
ス
（
T
C
F
D
）
に
賛
同
す

る
企
業
に
よ
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
企
業

連
合
）
の
入
会
状
況
を
見
る
と
、
都
市
銀

行
は
4
グ
ル
ー
プ
全
て
が
参
加
し
て
い
る

一
方
で
、
地
方
銀
行
は
全
体
の
1
割
程
度

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
従
っ
て
、
地
方
銀

行
は
、
T
C
F
D
等
へ
の
取
り
組
み
を
通

じ
て
気
候
変
動
対
策
に
向
け
た
体
制
を
整

備
し
、
地
方
に
お
け
る
気
候
変
動
関
連
の

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
や
ア
ド
バ
イ
ス
の
提
供
な

ど
の
ビ
ジ
ネ
ス
機
会
の
取
り
込
み
を
図
る

べ
き
で
あ
る
。
こ
う
し
た
体
制
の
整
備
は
、

前
向
き
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
獲
得
だ
け
で
な
く
、

地
方
銀
行
に
お
け
る
気
候
変
動
関
連
の
リ

ス
ク
管
理
面
の
強
化
に
も
つ
な
が
る
。

　

四
つ
目
と
し
て
、
中
小
企
業
や
地
方
自

治
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
支
援
が
挙
げ
ら
れ
る
。

地
方
銀
行
の
主
な
取
引
先
で
あ
る
中
小
企

業
は
デ
ジ
タ
ル
化
の
余
地
が
大
き
い
と
さ

れ
、
政
府
は
こ
れ
ま
で
も
I
T
導
入
補
助

金
な
ど
の
支
援
策
を
実
施
し
て
き
た
。
し

か
し
、
デ
ジ
タ
ル
化
に
必
要
な
人
材
・
ノ

ウ
ハ
ウ
等
の
不
足
か
ら
、
中
小
企
業
の
デ

ジ
タ
ル
化
は
十
分
に
進
ん
で
い
な
い
。
そ

こ
で
、
政
府
の
支
援
策
も
活
用
し
て
、
地

方
銀
行
が
積
極
的
に
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

や
資
金
支
援
を
行
え
ば
、
中
小
企
業
の
デ

ジ
タ
ル
化
が
加
速
す
る
と
と
も
に
、
地
方

銀
行
に
と
っ
て
も
、
手
数
料
収
入
や
貸
し

出
し
の
増
加
に
つ
な
が
る
。
ま
た
、
中
小

企
業
と
合
わ
せ
て
、
行
政
デ
ジ
タ
ル
化
も

喫
緊
の
課
題
と
さ
れ
て
お
り
、
政
府
は
、

デ
ジ
タ
ル
庁
を
設
立
さ
せ
る
な
ど
、
行
政

デ
ジ
タ
ル
化
に
本
腰
を
入
れ
て
い
る
。
地

方
銀
行
へ
の
影
響
が
大
き
な
分
野
と
し
て
、

税
・
公
金
の
収
納
手
続
き
が
あ
る
。
現
状
、

多
く
の
税
・
公
金
収
納
手
続
き
は
紙
で
の

納
付
と
な
っ
て
お
り
、
納
付
者
の
利
便
性

の
問
題
に
加
え
て
、
銀
行
の
事
務
負
担
も

重
い
。
こ
の
収
納
手
続
き
で
電
子
化
が
進

め
ば
、
顧
客
の
利
便
性
向
上
と
合
わ
せ
て
、

地
方
銀
行
の
業
務
効
率
化
や
経
費
削
減
に

つ
な
が
る
。

　

ま
た
、
地
方
銀
行
は
、
地
方
自
治
体
等

の
行
政
デ
ジ
タ
ル
化
に
積
極
的
に
関
与
す

る
こ
と
で
、
行
政
デ
ジ
タ
ル
化
の
中
の
オ

ン
ラ
イ
ン
サ
ー
ビ
ス
提
供
等
に
伴
う
新
た

な
収
益
機
会
の
獲
得
や
業
務
効
率
化
に
つ

な
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
実
際
、
神
奈
川

県
は
、
横
浜
銀
行
と
連
携
し
て
業
務
プ
ロ

セ
ス
の
改
善
を
進
め
て
い
る
。

　

こ
こ
ま
で
、
地
方
銀
行
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
改
革
に
つ
な
が
る
二
つ
の
方
向
性
を

見
て
き
た
。
地
域
経
済
の
中
核
で
あ
る
地

方
銀
行
に
は
、
再
編
や
政
府
と
の
連
携
強

化
を
通
じ
て
積
極
的
に
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス

に
挑
戦
し
、
地
域
経
済
に
根
差
し
た
ビ
ジ

ネ
ス
モ
デ
ル
の
構
築
を
進
め
る
こ
と
で
、

地
域
経
済
を
け
ん
引
し
て
い
く
こ
と
が
期

待
さ
れ
て
い
る
。

（出所）日本総合研究所作成

〈図表4〉政府・自治体等との連携強化策

期待される効果

・コロナ禍の資金需要の取り込み
・事業評価等のノウハウ蓄積
　⇒直接金融、事業承継、M&A支援等拡大
・地方創生事業の範囲・規模拡大
・地域経済活性化による資金需要増加
・気候変動関連の資金需要の取り込み
・リスク管理体制等の強化
・コンサルティング手数料等の獲得
・資金需要の取り込み
・地方銀行側の業務効率化

地方銀行による
連携強化策

〇日本政策金融公庫との協調型資本性ローン

〇業務範囲規制見直しを活用した
　自治体の地方創生事業への積極的関与
〇政府の脱炭素政策に合わせた
　気候変動問題への体制整備

〇政府と連携した中小企業デジタル化支援
〇地方自治体のデジタル化支援

政府の
重点政策

コロナ対策

地方創生

グリーン
社会実現

デジタル
改革


